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製販連携の碁本的性格

加藤義忠

I はじめに

今日の流通経済においで情報技術や保管・運送技術などのいわゆる物流

技術が劇的な進展をみせているが． このことに基礎づけられ促進されなが

ら．クイック・レスポンス (QR)や効率的消費者対応 (ECR)等の展開

の延長線上で，製販連携，製販提携，製販同盟．製販統合あるいはチャネ

ル・パートナーシップなどの用語でいいあらわされている新しい事象が生

起し発展している。しかも．最近では生産と流通のみならず消費を連結す

る資本の循環全体のいっそうの効率化を目論むサプライ・チェーン・マ

ネージメント 1)が， これとの関連で注目をあつめている。

以下で製販連携とよぶこの新しい事象はどのようなものかをごく大づか

みかにしていえば．大規模商業企業なかでも大規模小売商と大規模製造企

業が小売末端での売れ行きをみながら，連携してそれに素早く対応し，経

営効率をあげて利潤を可能なかぎり大きくしようとすることであるといっ

てよい。それは，アメリカではウォルマートと P&Gなどの主導により

1980年代後半から始まった2)が日本の場合， 1990年代に大手のスーパー

1) D. スミチ・レビ， P.カミンスキ， E.スミチ・レビ著，久保幹雄監修『サプラ

イ・チェーンの設計と監理』朝倉書店， 2002年を参照されたい。

2)佐藤善信「有カメーカーとパワー・リテーラーの戦略的駆け引き」石原武政・石

井淳蔵編『製販統合』日本新聞社， 1996年， 29-30ページ，渡辺達朗『流通チャネ

ル関係の動態分析』千倉書房， 1997年，序章を参照せよ。
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やコンビニエンスストアによって開始され，そこで確実に発展し．さらに

他の小売部門においても推し進められている。 1990年代の前半では，製販

連携はジャスコと花王のように POS情報の共有にとどまるものもあった

けれども， 1994年頃から商品開発をふくんだ包括的な提携が増えてくる。

たとえば，味の素とダイエーによる冷凍食品の開発，味の素とセプン・イ

レブンによる焼きたてパン事業，山崎製パンとローソンによる焼きたてパ

ン事業等々であった3)。

製販連携は生産と流通あるいは消費の関連性の深化を意味することはた

しかだから， このことを生産と流通の新たな分業関係の創出などといって

生産力的あるいは流通力的，流通技術的な視点からとらえる考え方が支配

的な状況にあるが． この種の考え方は事象の一面のみをみ，独占資本と

いってよい大規模な生産企業や大規模な商業企業の協調的な流通支配の増

強別言すれば独占資本主義下の流通機構としての現代流通機構すなわち

配給組織の基本的特質の深化といったその事象の本質を見過ごしているよ

うに思われる。

本稿の課題は，製販連携といわれる昨今の現象のなかにひそむ基本的性

格を解明し，基礎理論的意味を問うことにある。

II 製販連携の基本的性格

(1)配給組織と製販連携

製販連携の基本的性格は配給組織とのかかわりにおいて，その特質の深

化としてとらえなければならない。資本主義の独占段階の流通機構として

の配給組織の一般的な特質について，まずごく簡単に確認しておく4¥

3) 佐藤善信，同上論文， 32-33ページ，加藤義忠•佐々木保幸・真部和義・土屋仁

志『わが国流通機構の展開』税務経理協会， 2000年， 112ページ。

4)森下二次也『現代商業経済論』〔改訂版〕有斐閣， 1977年， 282-299ページ，森下

二次也『現代の流通機構』世界思想社, 1974年， 39-54ページ，加藤義忠『現代流

通経済の墓礎理論』同文舘， 1986年， 211-224ページ。
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資本主義の独占段階では，生産の社会的性格と所有の私的資本主義的性

格の矛盾にねざす生産あるいは供給と消費あるいは需要の矛盾・不一致と

しての市場問題いいかえれば販売の偶然性ないし困難性がいっそう激化す

るといってまちがいないが， このような状況のなかで巨大な生産力を掌握

するにいたった独占的産業資本いいかえれば大規模製造企業は，生産を支

配するのみならずマーケティング活動をおこなって流通も支配し，管理価

格としての独占価格でもって独占的高利潤を獲得しようとする。その結

果自立的な商業資本の存立が制限ないし否定される傾向があらわれ，基

本的には独占的産業資本の商品資本の直接無媒介の運動が規定的なものと

なる。ここでは，流通は生産とともに独占的な個別資本の下につつみこま

れて一体化している。

このように，商品流通が基本的に独占的産業資本の商品資本の直接無媒

介の運動としておこなわれるといっても，ここでは商業がまったくなく

なってしなうわけではない。商業が名実ともに排除され，独占的産業資本

が直接販売する場合をのぞいて，商業はなお存在する。だが，その種の商

業の多くは独占的産業資本全体に一般的に従属させられたり，あるいは独

占的産業資本に個別的に系列化されたりして，本来の独自性を喪失し，総

じて形式的なものに変質している。

ところが，具体的には大規模卸売商や大規模小売商としてあらわれる独

占的商業資本については事情が異なる。独占的商業資本はそれ自体として

売買両面で流通を支配・統制するだけでなく，その展開の過程で必然的に

独占的産業資本や大銀行としての独占的銀行資本と結合して企業集団のよ

うないわゆる三位一体の金融資本グループを形成し，そのグループの流通

担当者としての役割を演じるようになる。ここでの独占的商業資本は他の

かたちの独占資本に従属しているわけではないが，多数の産業資本の共同

販売機関としてではなく，主として独占的産業資本全体や特定の金融資本

グループの売買部門として機能するから，古典的な意味での自立的な商業

資本とはもはやいいがたいものに変質している。
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このように資本主義の独占段階においては，商品流通の主要で規定的な

部分は直接販売や商業系列化というかたちをとって実質的には独占的産業

資本の直接無媒介の運動として，あるいは独占的商業資本を介して，国家

機構の支援をうけながらおこなわれるのであるが， ここでは基本的に流通

の支配・統制が推し進められ，それが流通の末端にまで達する。しかも，

この流通の支配・統制は金融資本グループにおいていっそう強められたも

のとなる。

ともあれ， ここでは生産と流通は若干の矛盾をはらみながらも，事実上

直接内的に統合されている。したがって，独占段階の流通機構としての配

給組織の基本は縦断的な組織であり， ここでの調整の軸は資本による支

配・従属の関係によってなされている。しかも， この支配従属の関係は商

業の独自性やそれにもとづく商業の社会性を否定するものではあるが，に

もかかわらずここでは生産と流通ならびに流通の諸段階が直売のような内

部組織としてあるいは高度なレベルの商業系列化のような準内部組織とし

てあるいは製販連携といったようなそこまで達していないかたちで組織

化5)・結合化され，独占資本のマーケティング活動や金融資本グループに

おける共同の販売努力によって流通の管理・統制のレベルと領域がさらに

5) ここでは組織化という概念を内部組織や準内部組織のみならず，そこまで達して

いない製販連携やよりゆるやかな提携などをふくめてより広い意味でもちいている

が，渡辺達朗氏は製販連携を内容的にはここでいう準内部組織と同レベルのものと

して把握されているように思われる。渡辺氏いわく。「取引コスト分析の観点から

ごく一般的にいえば，垂直的協働関係とは市場と組織のスペクトラムにおける中間

的な取引様式であり，製販提携はその具体的形態の 1つとして位置づけることがで

きる。つまり市場と組織を両極とする連続線上において，組織的な統合によって生

じるもろもろのコスト負担の増大が，統合から得られるコスト節約や利益を上回る

ときに選択される，市場と組織の中間領域である」（渡辺達朗，前掲書， 89ページ）。

しかも， これは「最も組織に近い段階に位骰づけられる。すなわち中間組織の中で

も，関係の相互依存性•長期継続性，ネットワーク組織化．関係特定的資産の形成

が最も進展した段階であり，それ以前の段階に比べて関係の戦略性，相互対等性・

互恵性， 目標や利益の共有といった点に大きな特徴がある」（同上書， 93ページ）

のである。
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高められ拡大され， しかもこれをとおして消費の管理も強められるわけだ

から，この意味ではよりいっそう高度な社会化が達成され深化するといっ

てよい。このことは，独占資本とそれを支援する国家によって推し進めら

れる経済の計画的領域の質的深化および景的拡大として認識することもで

きよう。もっとも， このようにいったからといって， このことは独占資本

ないし金融資本によって社会全体の生産や流通や消費が管理・統制しつく

されているということを意味するものではない。

(2)生産と流通の組織化と製販連携

如上の独占資本主義下の流通機構としての配給組織の一般的特徴の記述

のなかで指摘したように，製販連携は独占的産業資本と独占的商業資本の

市場支配活動を媒介して進められている生産と流通の組織化・結合化ない

し管理強化との関連において，その発展形態として把握されなければなら

ない。独占資本主義下の今日において市場問題がいっそう激化するなか

で，大企業を製販連携にむかわせる基礎的要因として生産と流通の組織

化・結合化ないし管理強化を推し進め，販売の偶然性ないし困難性すなわ

ち売れ残りや場合によっては売り切れないし売り逃がしをまったくなくす

ることはできないにしても可能なかぎり少なくし，また保管費用や運送費

用などを含めた広義の流通費用をできるだけ削減し．その結果より多くの

独占利潤を獲得しようとしている点が指摘できよう。このことについて．

主として岡本博公氏の論述6)に依拠しながらみてみよう叫

6)岡本博公『現代企業の生・販統合』新評論, 1995年．第 1章。

7) この点については，下記のような森下二次也氏の記述も参考になろう。「独占企

業の市場規制の目的はいうまでもなくそこから最大限の利潤をひきだすことにある

が，それは主として価格を通して実現されるc つまり最大限利潤の実現を可能にす

るような価格の設定とその維持とが第一の下位目的となるであろう。ところがこの

目的の達成には需要と供給とを必要な水準で一致させなければならない。この点で

独占企業がなしうることは需要についてはできるだけ正確な予測であり，供給につ

いてはこの予測にあわせての調節である。単一の企業が隔絶した供給力をもつので

ないかぎり供給調節は少数企業間の協調によるべきこというまでもない。こうし/'
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膨大な固定資本を有して大量生産をおこなう今日の巨大企業は．その大

量生産システムに見合った生産量を維持し続けなければならないわけであ

るが，そのために販売競争が激しくなり．市場のニーズにそった生産が要

求され， しだいに多品種で多仕様な， このかぎりでの少量生産を大量生産

方式に組み込む方向にむかわせることとなる。「より一層顧客の細分され

た要求を充足することによって，あるいはそうした要求を堀り起こすこと

によって販売競争に勝利しなければならない。そうした方向を追求し続け

ることによって，販路の拡大を志向しなければならない。この結果，顧客

の要求が多様であればあるほど，それに応じて製品種類は倍加する門。

しかも，消費者の要求が多様化し，製品種類が増えれば増えるほど，製品

のライフサイクルは短サイクル化することがさけられなくなろう。多品

種・多仕様で短サイクル化された生産を大量生産システムに組み込み，フ

レキシブルな生産システムを構築すること，別言すれば巨大企業の生産・

販売統合システムすなわち製販連携を形成することは，必ずしも容易なこ

とではない。

さて，この種の困難とはなにかといえば，大量生産を維持することに

よってコストを低下させ，同時に多品種・多仕様・短サイクル生産をおこ

なうことによって売れる条件を拡大することである。多品種・多仕様・短

サイクル生産を大量生産に組み込むことそのものが，効率的な生産とコス

トの削減を妨げることになりかねないから，多品種・多仕様・短サイクル

の大量生産のための生産計画は決定的に重要となる。しかも， この生産計

画は生産過程の効率性を追求するものであるだけではなく，需要動向を正

確に反映するものでなくてはならない。だが，このことがさらに新たな困

難を生みだす。

／て単独あるいは少数の企業が圧倒的な供給力をもち，その調節によって市場関係に

影響を与えうるところにこそ市場規制の基礎があるということができる」（森下二

次也「現代の流通機構』 64ページ）。

8)岡本博公，前掲書， 15ページ。
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多品種・多仕様・短サイクル生産が進展すればするほど，なにが，い

つ， どれだけ売れるかを予測することはいっそう難しくなる。それゆえ，

見込み生産においては，需給が一致しない可能性は品種と仕様の数が多く

なり，短サイクル化するにつれて大きくなろう。したがってまた，売れ残

りが生じ，製品在庫負担がさけられなくなろう。このことは， コストを可

能なかぎり低くおさえようとすることのさまたげになる。場合によって

は，欠品が生じ，販売機会を失うことになるかも知れない。そこで，受注

生産するものと想定しよう。この場合，注文を処理し，効率的な生産計画

を策定し，生産指示がなされるまでの時間すなわち計画時間と生産指示を

受けて生産が開始され，完成品ができあがるまでの時間すなわち生産の

リードタイムがかなり長くなる。その結果，顧客が注文をだしてから製品

を受け取るまでの時間いわゆる納期が長くなろう。しかも多品種・多仕

様・ 短サイクル生産が進むほど，納期は長くなろう。しかし，顧客にとっ

ては納期は短いほうが望ましいから，販売チャンスを失いかねない。した

がって， この方式では売れる条件を拡大することにはならない。「納期を

短くするには，見込生産によってあらかじめ製品在庫を準備しておけばよ

い。しかし，それはコストを押しあげる。逆に，製品在庫負担をさける受

注生産は納期を長くする。こうして，多品種・多仕様・大量生産の展開

は，見込生産を選択すれば短納期を実現できるが， しかし在庫負担に伴う

コスト上昇要因を抱えることになり，受注生産を選好すれば製品在庫負担

は回避できるが，今度は納期の長期化による販売機会の喪失の危険にさら

されることになる。多品種・多仕様・大量生産に伴う生産と販売の接点に

ある困難とは以上のことである。ところが，巨大企業の現時点での競争は

この困難を同時に解決することを要請している。この困難の解決こそフレ

キシブル生産， したがってまた現代の生産・販売統合システムに要請され

た課題であり，現時点での競争のひとつの焦点なのである門。

この困難の解決のためには， 1つは見込み生産であっても在庫をゼロに

できればよい。そのためには，完全に正確な予測が可能でなくてはならな
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い。もう 1つは，受注生産であっても納期をゼロにできればよい。そのた

めには，計画時間と生産のリードタイムをゼロにしなければならない。と

ころが，実際においては完全に正確な予測も．あるいは計画時間と生産の

リードタイムをゼロにすることもできない。そこで，現実の製販連携にお

いては両方向を同時に追求するものとなっている。「現実の企業の生産・

販売統合システムは．①できるかぎり予測の精度をあげること．②できる

かぎり計画時間と生産のリードタイムを短縮することによって．多品種・

多仕様生産を大量生産に組み込みながら．在庫を削減し．納期を短縮する

ことをめざすものだといってよい。つまり．できるだけ精度の高い予測に

基づく生産計画を立てることによって実際の需要動向との乖離を小幅に抑

えながら，生産計画と生産のリードタイムの短縮をはかって需要動向に迅

速な生産対応を可能にすることである皿」。

9)同上書， 18ページ。

10)同上書， 20ページ。なお，岡本氏のこのような論立ては生産・流通システムの延

期化としてとらえなおすことができよう。渡辺氏は次のようにいわれる。「生産・

流通システムの延期化とは，製品形態の確定や，生産量・在庫水準の決定を流通の

川下に延期し，できるだけ消費者の購入時点に近いところで行うことを意味してい

る。いいかえればこれは，従来の需要予測に基づく見込み生産に，実需情報に基づ

く受注生産的要素を組み込むことである」（渡辺達朗，前掲書， 87ページ）。矢作敏

行氏も次のように述べられている。「一般に，在庫位置の変動に関する情報投入が

引き延ばされると，情報投入点が最終購買時点に近くなる結果，情報投入主体は最

終需要動向をつかみやすくなる。情報精度が高まり，在庫投資の不確実性は減少す

る。情報投入が最終購買時点まで最大限引き延ばされると，投入される情報は実需

そのものとなり，生産様式は受注生産となる。見込み生産にともなう在庫投資リス

クは全面的に解消される。しかしながら，情報投入の延期は新たな現実的な問題を

引き起こす。そのつど実需あるいは実需にできるだけ近い確かな需要情報を生産・

流通過程に投入しようとすれば，生産・納品のリードタイムに多大な時間を要し，

納期面で購買者のニーズに適応できなかったり，生産・流通活動の規模の経済が失

われることになる。この矛盾解決に向けて現代の多くの企業は，需要予測にもとづ

き事前に生産・販売計画を立案し，時間や規模の経済を獲得する努力を傾けてい

る」（矢作敏行・小川孔輔・吉田健二『生・販統合マーケティング・システム』白

桃書房 1993年， 12ページ）。

また，丸山雅祥氏は下記のように記されている。「一般的にいうならば，不確/'
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(3)製販連携の特質

上でみたように，製販連携は生産と流通の組織化・結合化ないし管理強

化をいっそう発展させ深化させるものであるといっていいが， この製販連

携はこれを主導する大規模製造企業と大規模小売商の関係の長期継続性と

いっそうの緊密化，固定化という特性を有する。このことについて，大規

模製造企業と大規模小売商の一般的な関係の発展をみることによって確認

しよう。

製販連携が出現する前の， しかし両者が初期の段階と異なり対立ではな

＜協調を宗とするにいたった段階における大規模製造企業と大規模小売商

の関係についてであるが， この時点では，一般的には大規模小売商は複数

の大規模製造企業と唐接にあるいは卸売商をとおしてナショナル・ブラン

ド品を取り引きし，主として末端での価格維持をおこないつつ販売してい

た。ここでは，両者のあいだに基本的には協調関係が形成され，対等な立

場から共同して価格を管理し，流通を支配・統制しようとしていたといっ

てよい。なお，大規模小売商はバイイング・パワーといわれるような優越

的な地位を利用しつつ，多数の中小製造企業の製品も直接にあるいは卸売

商を介して間接に購入し，場合によっては特定の中小製造企業に指図して

生産させた PB商品をも販売していた。この場合，基本的には支配と従属

／実性への取引上の対応には，不確実性それ自体を削減しようとする能動的な対応

と．残存するリスクを効率的に分担しようとする受動的な対応． という二つの側面

がある。このうちで，見込み生産• 投機的在廊システムのもとでは．販売リスクの

効率的なシェアリングという，不確実性への受動的な対応が主たる問題となる。こ

れに対して，製販統合システムでは．メーカーと小売業者との情報シェアリング

と．実需に合わせた伸縮的な生産システムを通じて．不確実性それ自体を削減しよ

うとする能動的な対応が焦点となっている」（丸山雅祥「垂直的取引の調整とリス

ク対応」石原武政•石井淳蔵編．前掲書， 239ページ）。「在庫投資の延期化が．売

れ残りリスクの削減と同時に販売の機会損失リスクの削減をもたらすためには．供

給サイドと小売サイドの双方の垂直的協調に基づく生産・配送・販売のトータル・

システムを構築する必要がある」（同上論文, 244ページ）。
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の関係が存在する。

さて，製販連携が構築された段階において大規模製造企業と大規模小売

商の一般的な関係はどのようなものになるのだろうか。大規模小売商は上

記のような基本的な取引形態を継承しながら，製販連携が取り結ばれた先

端的な部面では特定の大規模製造企業と直接に取り引きし，情報処理や配

送等への関係特定的な投資を共同でおこない，流通在庫等の流通費用や販

売促進費用などを可能なかぎり削減したり，あるいは消費動向をより迅速

かつ的確に生産サイドに伝達し，製品政策に反映させたりして，相互に配

分される利潤を可能なかぎり大きくしようとする II)。場合によっては，さ

らに大規模小売商がみずから PB商品を企画し，大規模製造企業に生産を

委託することもあろう。ここでの両者の関係も基本的には対等な相互依存

関係ではあるが，上述の段階の関係と異なる点は両者の関係が格段に密接

になり，長期的でいっそう強力な協調関係が構築12)されるから，生産と流

通あるいは消費のあいだの不確実性ないし不透明性がより少なくなり 13),

11) 製販連携は関係特定的な投資をおこない，情報を共有し調整しながら協調して市

場を管理し，利潤を最大化しようとするものであるが， この点について丸山氏は次

のように語られる。「情報シェアリングから一歩進んで，メーカーと小売業者が統

合的なチャネル利潤の最大化をめざすように協調的な取引関係を構築するとき，情

報シェアリングは両者にとって相互有利化をもたらす。製販統合は， こうした相互

有利化を求めた垂直的取引の惜報的調整だと理解できる」（丸山雅祥，同上論文，

259ページ）。この製販連携のねらいについて，川辺信雄氏は「当該製造企業の製品

の販売状況を示すデータを提示して情報を共有し，顧客のニーズに適合する製品開

発生産・販売計画の立案を行い，販売機会ロスを減少させ，物流コストを削減す

ることである」 (Ill辺信雄「第三次産業革命における小売企業」石原武政・石井淳

蔵編同上書， 65ページ）と述べられている。また，矢作氏は製販連携の焦点には

在庫の問題があるとされ，下記のように書かれている。「製販統合はこの在庫調整

負荷の小さな仕組みづくりを目指すことになる」（矢作敏行「製販統合の焦点」同

上書， 210ページ）。

12) 「継続的取引を通じた協調の生成において，信用が重要な役割を果たすことにな

る」（丸山雅祥，同上論文， 261ページ）。

13)「チャネル・システムを情報によって連結し互いの情報を共有し共用すれば，システム

環境の不確実性は減少する」（矢作敏行・小川孔輔・吉田健二．前掲書， 46ページ）。
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商品の生産終了時点と最終販売時点の時間差がいっそう縮減されることで

ある。念のためにいっておけば，ここでの両者の関係は支配的なパワーを

もつ大規模製造企業と中小商業のあいだに形成される商業系列化や中小製

造企業とのあいだでなされる大規模小売商の PB商品の企画・製造とはち

がい，対等な立場からのものである。

かくのごとく，当初対抗的な側面が前面にでていた大規模製造企業と大

規模小売商の一般的な関係は，その後協調的な側面が基調となり，その延

長線上で製販連携が進行しているが， この連携を推し進める両者の側のよ

り具体的な要因を整理しておこう。大規模製造企業サイドからみると，生

産と消費の矛盾としての販売の困難性が増すなかで，巨大な販売力を有す

る大手のスーパーや専門量販店，コンビニエンスストアを安定的な販路と

して確保し，継続的に取引し，高利潤の維持・ 拡大を図ることが緊急の課

題となっている点があげられる。他方，大規模小売商サイドの要因である

が，特定の大規模製造企業と個別の継起的な取引関係を構築することは，

多数の生産者の売買を社会的に集中代位するという商業資本の社会性を犠

牲にすることになるものの， PB商品の開発などをとおして両者の協調関

係をいっそう強め，商品の仕入れ面での差別的優位性を強化することに

よって，低下傾向にある商業利潤の保持や場合によってはより多くの商業

利潤を確保する可能性が高まるからである14)。

上で書いたような具体的要因によって競合他社も同レベルの製販連携を

構築するようになれば，それまでの競争上の差別的優位性は確実に小さく

なり，場合によっては消滅してしまうかも知れない。そうならないため

に，たとえばメーカーの製品開発領域や小売商の店舗運営領域にまで立ち

入った一段と緊密な連携にレベルアップを図ろうとするだろう。そうする

と，当然のことながら製販連携関係は排他性を強めることとなろう。「具

体的な商品開発に踏み込んだ包括的な提携になると，双方の関係は企業な

14) 加藤義忠•佐々木保幸・真部和義・土屋仁志．前掲書. 112ページ。



70 (934) 第 47 巻第 6 号

いし事業部門レベルの戦略的決定を前提にした関係に発展するがゆえに，

それは排他的様相を色濃く帯びることになる 15)」。

いずれにせよ．製造業と商業の大企業間の協調の進展としての製販連携

は長期継続的な協力関係を基本とするものであるが．それによって差別的

な優位性を確立し．流通の支配力を強め．より多くの利潤を確保すること

が可能となる。しかも． この製販連携が順調に進展すれば，おのずとその

対象が当初の単数の特定企業から複数の特定企業に拡張されることになろ

ぅ16)。相互の信頼を基礎とするこの連携そのものが質的に深化している場

合でも，製販連携そのものはもともと自立的な主体間の関係だから． ここ

に一定の矛盾ないし対立する面が内蔵されているのはいうまでもない。た

とえば．大規模小売商が大規模製造企業に PB商品の排他的供給を要請し

たりする場合にはこの側面が強まり．あるいは前面にでて，両者の協調関

係が停滞したりこわれたりすることもありえよう 17)。ただし．関係特定的

な投資が大きければ大きいほど． このことが協調関係を解消するさいに一

定の制約となることはたしかだから．それをこえて協調関係を解消しよう

とすれば．当然のことながらその解消コストも大きなものとなろう。すな

わち，「取引関係の継続が生みだす関係特定的な資産は．取引解消のコス

15)渡辺達朗．前掲書. 17ページ。佐藤善信．前掲論文. 32-34ページ，尾崎久仁博

『流通のパートナーシップ論』中央経済社， 1998年. 199-200ページも参照せよ。

16)加藤司「アパレル産業における『製販統合』の理念と現実」大阪市立大学経済研

究所『季刊経済研究』 Vol.21,No.3, 1998年12月. 115ページ。

17)「商品開発にまで踏み込んだ包括的提携は．メーカーにとって特定の小売企業と

の関係強化に有効である反面で，その本来的な排他性ゆえに．既存チャネル関係の

枠組みを揺るがす可能性をもつ両刃の剣といえることが示唆される。また他方で．

対等かつ相互依存的な関係を前提にしているとはいっても．いったん形成された関

係の様式を高度化したり紐帯を強化したりできるのは．その関係において実質的な

主導権を保持している側であることとともに．実質的主導権をもつ側の対応いかん

では．そうした関係の変化の局面においてコンフリクトが顕在化する可能性がある

といえよう」（渡辺達朗．前掲書， 20ページ）。なお，佐藤善信．前掲論文， 32-34

ページ．尾崎久仁博．前掲書．はしがき， 2ページもみよ。
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トを高めるように働くため．取引契約の事後的な拘束力を自律的に確保す

るように作用している18)」のである。

(4)石原武政氏の見解の検討

以上が製販連携の基本的性格を考察したものであるが．このことにかん

する石原武政氏の考え方の概要は，下記のようなものである19)。

18) 丸山雅祥，前掲論文， 260ページ。矢作敏行・小川孔輔• 吉田健二，前掲書， 47

ページ，渡辺達朗，同上書， 15ページ，尾崎久仁博，同上書， 121ページにおいて

も同趣旨のことが主張されている。なお，関係特定的投資が製販連携の解消にたい

する一定の制約となるといっていいが，上原征彦氏は製販連携を解消するさいの解

消コストについて，「情報化が進み情報ネットワークの汎用性と互換性が増すにつ

れて，参加と離脱の双方においてその費用が急速に低下してくる」（上原征彦「流

通機構の変化とメーカーの対応」石原武政•石井淳蔵編，前掲書， 168ページ）と

述べられている。しかも，この製販連携は企業合併のような企業合同とは異なり，

「特定企業分野における統合であることを考えると，製販統合は，長期的関係を比

較的容易に構築かつ解消できる柔軟なシステムである」（同上論文， 169ページ）と

指摘されている。

19)矢作氏と渡辺氏も石原氏と基本的認識においてほぼ同じ考え方をされているよう

に思われる。矢作氏いわく。「頻繁な情報投入による在庫調整機能の変質は，生産

と消費の分離が新しい構造へと移行していることを暗示している。生産と消費の空

間的乖離は大きく変わらないが，時間的乖離は情報技術の発達とそれを利用した延

期型マーケティング・システムの出現によっていちじるしく埋められた。生産ある

いは販売の論理と消費の論理の二律背反性は部分的に解消されたように見受けられ

る。大規模・集中的・標準的な生産と小規模・分散的・個別的な消費の非対称的構

造が崩れ，マーケティング・システムは生産・流通それ自体の効率化の追求から逸

脱し，自律的な消費に適応できるだけの柔軟性を獲得しつつあるように思えるので

ある」（矢作敏行・小川孔輔•吉田健二，同上書， 21ページ）。このことは「比喩的

にいえば生産流通，消費の諸活動が近接し，敏感に反応し合う新しい関係が構築

された」（同上書， 150ページ）ことを意味する。

渡辺氏は次のように書かれている。「製販提携の目的の 1つが，市場の変化に迅

速かつ柔軟に対応する能力を高めるとともに，生産から消費までのサプライチェー

ンの効率性の向上を図るために，生産と流通とを同期化させることにある。……現

在，この生産と流通の同期化は，①投機型の生産・流通システムから延期型の生

産・流通システムヘの転換（生産・流通システムの延期化）と，②品揃え形成過程

の延期型から投機型への転換（品揃え形成の投機化）という 2つの方向から，主／
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製販連携の下では「特定の生産者と特定の商業者が長期的な取引関係を

前提として契約を取り結び，相互に関係特定的な投資を行20)」ぃ，大量生

産体制下の多品種・多仕様・大量生産，短サイクル化によって生産者や商

業者に要請された「従来の在庫調整に代わって，生産過程を組み込みなが

ら，生産と販売の全過程を通して需要に接近し，需給調整を図ろうとす

る……。ここでは，それをこそ製販連携の最も核心的な部分であると考え

ている。そこでは，生産と販売とが過程として分離せず，両者がいわば同

時進行的に営まれ，両者の調整が過程の進行の中で同時に行われる。それ

は生産システムそのものが弾力化することによって可能になるのだが，そ

の結果商業にとっての生産与件の前提が崩壊し，生産者と商業者との間

の社会的分業関係も根本的に組み替えられることになるm」。このような

製販連携の新しい動きは，これまでの流通系列化や PB商品の生産とは

「異質の，新たな分業関係を模索している22)」ものである。このことを生

産者の側からみれば，それまでのマーケティング活動におけるかかわりの

範囲をこえて「生産者はもっと直接的に販売の過程そのものにかかわりを

もたなければならなくなる23)」ことを意味し，一方商業者の側からみれば，

「商業過程の中に個別的かつ継続的な関係を持ち込もうとする24)」もので

ある。

このような石原氏の所説に大筋では首肯できるものの，次の点において

若干の疑義がある。

石原氏は製販連携の主体を一般に生産者と商業者というふうに記してい

／として小売企業が主導するかたちで．同時並行的に進展しつつある」（渡辺達朗．

同上書, 87ページ）。しかも．このような動きは「生産過程と流通過程との相互浸

透・相互調整……を必然化する」（同上書, 87-88ページ）。

20)石原武政『商業組織の内部編成』千倉書房. 2000年, 217ページ。

21)同上書, 263ページ。

22)同上書, 217ページ。

23)同上書, 241ページ。

24)同上書, 14ページ。
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る。記述の内容から判断して．実質的には大規模製造企業と大規模小売商

を中心的な主体として想定しているように読みとれるが．製販連携を商業

系列化や PB商品の生産と異なり新しい事象として認識しようとするかぎ

り，その主体を大規模製造企業と大規模小売商と明示すべきではなかろう

か。このようなあいまいさが．「実際．製販連携といわれるものの中には．

生産者と商業者との間のパワーゲームとして理解されるべきものが多く含

まれているのも事実である25)」といわれながらも，氏の立論に色濃くみら

れる大規模製造企業と大規模商業企業の協調的な流通支配・統制のいっそ

うの強化．換言すれば配給組織のいっそうの発展・ 深化といった側面の軽

視を生みだすことになったのではなかろうか。このような大規模製造企業

と大規模小売商の協調的な流通支配・統制の軽視が，さらに製販連携のな

かに新しい分業関係の模索をみいだし．この生産力的あるいは流通力的．

流通技術的な側面を強調されることにつながったのではなかろうか。製販

連携においては生産と流通の関連が格段に緊密になり．両者の相互作用が

より速くかつより確実な情報を共有して展開されるようになったことはま

ちがいない。これをもって．生産と流通の分業関係の枠組み内での生産と

流通の相互浸透の強まりという意味での生産と流通の新たな分業関係の模

索ととらえることもできよう。また． この事態は配給組織においてみられ

る縦の関係における新たな組織化あるいは社会化のいっそうの発展として

とらえることもできよう。だがしかし．製販連携の本質的な側面としての

両形態の大企業による協調的な市場獲得支配の増強．すなわち配給組織の

発展・深化という生産関係的・流通関係的な側面を看過してはいけないよ

うに思われる。

25) 同J::書， 218ページ。
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以上の考察から明らかなように，製販連携は特定の大規模商業なかでも

大規模小売商と特定の大規模製造企業が長期継続的でより緊密な協調関係

をとりむすび，流通末端での消費動向に情報技術や保管・運送技術などの

いわゆる物流技循などを駆使して機敏に対応し，共同して流通の支配統制

を一段と強化し，そのことをとおして可能なかぎりいっそう大きな利潤を

獲得しようとするものであるといってよい。これは生産と流通や消費との

関連性あるいは相互依存性の発展・深化を意味するものであるということ

ができようが， しかしこのことを生産と流通の新たな分業関係の模索など

というふうに，生産力的あるいは流通力的，流通技術的な側面に傾斜して

とらえるのではなく，資本主義の独占段階の流通機構としての配給組織の

発展・深化という本質的な側面を看過することなく，両側面の統一として

認識しなければならないように思われる。

〔付記〕本稿は，平成13年度関西大学学部共同研究費による研究成果の一部である。




